





























で締結された 1875 年および 1905 年の条約の国際法的な規定を起点にすることもまた十
分にできるのである。そうすれば、日本の主権範囲はクリル列島全体だけではなく、南

































１　Krymskoe (Yaltinskoe) Soglashenie Tryokh Velikikh Derzhav po voprosam Dal’nego Vostoka 
ot 11 fevralya 1945 goda, Vneshnyaya politika Sovetskogo Soyuza v period Otechestvennoi Voiny, 






















　日本帝国政府に宛てた 1946 年１月 29 日付け連合国軍最高司令官覚書第 677 号４によっ
て、北海道海岸より北にある、歯舞（プロースキエ）諸島および色丹島という小クリル列
島を含むすべての島々が日本の国家機関や行政の管轄から除外された。日本が署名し批准
した 1951 年のサンフランシスコ平和条約第２条第 c 項によって、日本国は「千島〔クリ
ル〕列島並びに日本国が 1905 年９月５日のポーツマス条約の結果として主権を獲得した
樺太〔サハリン〕の一部及びこれに近接する諸島に対するすべての権利、権原および請求
２　Vneshnyaya politika Sovetskogo Soyuza v period Otechestvennoi Voiny, Vol. 3, p. 380.
３　Akt o kapitulyatsii Yaponii ot 2 sentyabrya 1945 goda, Vneshnyaya politika Sovetskogo Soyuza 
v period Otechestvennoi Voiny, Vol. 3, pp. 480-481.
４　Memorandum glavnokomanduyushchego soyuznykh derzhav yaponskomu imperatorskomu 
pravitel’stvu No. 677 ot 29 yanvarya 1946 goda, Sovmestnyi sbornik dokumentov po istorii 
territorial’nogo razmezhevaniya mezhdu Rossiei I Yaponiei (MID Rossiiskoi Federatsii i MID 
Yaponii, 1992), p. 30。全文書は、Memorandum of the Supreme Commander for the Allied Powers 
to the Imperial Japanese Government No. 677, January 29, 1946, Documents Concerning the Allied 
Occupation and Control of Japan (Foreign Office of Japan, 1949), Vol. 2, pp. 24-25 を参照。


















の条約」にはヤルタ協定の他に、1943 年 11 月 27 日付けカイロ宣言、1945 年７月 26 日付
けポツダム宣言、1945 年９月２日付け日本降伏文書、1946 年１月 29 日付け連合国軍最高
司令官覚書第 677 号、日本国籍住民の本国送還に関する 1946 年 12 月 19 日付けの米ソ協
定〔「ソ連地区引き揚げに関する米ソ協定」という通称で知られている＝訳者〕、1951 年
９月８日付けサンフランシスコ平和条約が含まれている。









５　San-Frantsisskii mirnyi dogovor s Yaponiei ot 8 sentyabrya 1951 goda, Istoriya voiny 
na Tikhom okeane, Vol. 5: Mirnyi dogovor (Moscow: Izdatel’stvo inostrannoi literatury, 
1958), pp. 337-358.〔 歴 史 学 研 究 会（ 宇 佐 美 誠 次 郎、 江 口 朴 郎、 遠 山 茂 樹、 野 原 四 郎、 






































　ソ日平和条約の締結可能性は 1950 年代半ばに現れた。1955 ～ 1956 年には第二次世界
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大戦終了にともなって生じた諸問題を処理するためにソ日交渉が行われた。交渉中、米国
















宣言」の調印という形で決着をみた。それは 1956 年 10 月 19 日に総理大臣鳩山一郎に率








7　Allison G., Kimura H., Sarkisov K. O., Ot “kholodnoi voiny” k trekhstoronnemu sotrudnichestvu v 
Aziatsko-Tikhookeanskom regione (Moscow, 1993), pp. 158, 227. 〔木村汎、G. T. アリソン、K. O. サ
ルキソフ『日・米・ロ新時代へのシナリオ――「北方領土」ジレンマからの脱出』ダイヤモンド社、
1993 年、251-252 頁〕。




































10　Sovmestnaya deklaratsiya Soyuza Sovetskikh Sotsialisticheskikh Respublik i Yaponii, 
Deklaratsii, zayavleniya i kommyunike Sovetskogo pravitel’stva s pravitel’stvami inostrannykh 
gosudarstv, 1954-1957 (Moscow, 1957), pp. 313-316.






















た。ソ連政府は日本政府に対して同年１月 27 日、２月 24 日および４月 22 日に３通の覚
書を、日本政府はソ連に対して２月５日および３月１日に２通の覚書を手渡した。1960
年１月 27 日付け覚書 12 をもって、ソ連政府は、ソ連を対象とする日米軍事条約が締結され、
日本領内に対ソ戦争に動員されるべき外国（米国）軍事基地が散在することを考慮して、
小クリル列島の引き渡しに関わるソ連政府の義務を履行できないことを宣言し、1956 年





11　Dogovor o vzaimnom sotrudnichestve i bezopasnosti mezhdu SeSheA i Yaponiei, Bunin V. N. 
Yapono-amerikanskii soyuz bezopasnosti: Istoriya I sovremennost’ (K 50-letiyu so dnya osnovaniya) 
(Moscow, 2000), pp. 224-227 参照。
12　Amerikano-yaponskii voennyi dogovor – ugroza miru. Pamyatnaya zapiska Sovetskogo pravitel’




































13　Istoriya voiny na Tikhom okeane, Vol. 5: Mirnyi dogovor, pp. 357-358 からの引用。


























くなる 15。しかも、サンフランシスコ平和条約第 22 条に明記されている通り、日本は 1946
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「ソ連邦とドイツ間の戦争状態の終結について」と題する 1955 年１月 25 日付のソ連邦最
高会議幹部会指令 18 の結果である。同じように、露日間の戦争状態は 1956 年の日ソ共同
宣言の調印とともに終結しており、露日平和条約を締結する必要はない。
　南クリル諸島の所属をめぐる争いは露日関係の全範囲に影響を及ぼし、ロシアにとって
17　Istoriya voiny na Tikhom okeane, Vol. 5: Mirnyi dogovor, p. 357.
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